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国 際 社 と 大 学

さいとう ひろし かみじよう あっし L がき みつひろ

斎藤 寛 ･上候 厚 ･志柿 光浩

は じめ に

大学は何をもってその存在価値を主張できるか､ある

いは大学の存在意義は何か､という問題は古くかつ新し

い｡この命題に常に正面から取り組んできた大学のみが

真の大学であり､無限の発展性を有する組織体と考える

ことができよう｡

新しい社会創造に対して大学はどのような貢献ができ

るかという問題は､疑いもなく大学の存在意義そのもの

と深く関わっている｡本稿では､大学は国際社会にどの

ような貢献ができるか､またそのためには今､どのよう

な問題があり､今後何がなされなければならないか､と

いう視点からこの問題へのアプローチを試みる｡

文化を異にする世界中の人々が日本の大学で勉強する､

このことが日本および日本以外の世界の国々にとって､

大きな貢献であることは改めて述べるまでもないであろ

う｡ このことを通 して､日本のみならず世界における新

しい社会の創造に参加していくこと､そこにこれからの

大学の存在意義があることを私たちは確信する｡

しかしながら､解決されるべき問題が山積みしている

ことを､私たちは知らなければならない｡

本稿では､長崎大学外国人留学生指導センターの専任

教官として､主に日本語教育を中心に日々留学生教育に

あたっている上候 厚書と志柿光浩が､自らの経験と､

これまでの留学生教育に関する調査や考察をもとに､今､

何が大学に求められているかという理念の問題､そして

本稿は､長崎大学大学教育開放運営委員会編 『長崎大学公開講

座叢書 4 転換期の社会-向かって』(長崎大学､1992年)所

収の同名の論文を編集者の承諾を得て転載したものです｡

*上棟 厚氏は現在､信州大学教養部助教授｡

具体的な留学生教育上の問題の二つに分けて論じている｡

留学生の受け入れを中心とした大学の ｢国際化｣はも

はや現実であり､それぞれの大学としても積極的に取り

組むべき課題となっている｡これらの論考が､これから

の新 しい大学の創造に向けての大学の自己改革の過程の

中で､また大学の現状と未来についての社会全体の理解

を得ていく上で､大いに参考とされることを期待する｡

(窯藤 寛 :外国人留学生指導センター長 ･医学部教授)

1節 今､何が大学に求められているか

1.問題は何か :留学生教育の場から

好むと好まざるとに関わらず､日本の大学を舞台にし

た国際的な人的交流は､今後も拡大し続けて行くだろう｡

大学の ｢国際化｣に向けて態勢を充実させていくことに､

誰も異論はあるまい｡しかし､具体的に何がなされなけ

ればならないのかという段になると､明確な答えが用意

されているわけではない､というのが実情である｡特に､

国際的な人的交流拡大の中心的役割を担う海外からの留

学生受け入れの場合､実際の現場では､すでに日本に

｢来てしまった｣留学生を前に､試行錯誤の連続という

状況がある｡

他方､文部省を中心に進められているいわゆる ｢留学

生10万人受け入れ｣政策は､大学審議会などの答申に基

づいて始まった大学教育の改革と結合され､各大学に国

際交流の量的な拡大と質的な変革を迫ろうとしている三

このように､留学生受け入れの拡大を最大要因とする

大学の国際化の要請が日本全体の趨勢としてあり､実際

の現場では試行錯誤が続けられているという現実との狭

間にあって､各大学は次の一歩をどこに進めればよいの



だろうか｡本節の課題は､その ｢次の一歩｣を進める手

がかりを探ることにある三

その際に､以下では､実際に留学生と接する仕事をす

る中で､経験し考えさせられてきたことの内から､特に

重要ではないかと思われる三つの問題に焦点をあてて考

察する｡ 第-は､日本の大学における教育の内容 ･方法

そのものの問題､第二は異文化を背負って日本にやって

くる留学生 (そして研究者)に対応する際に､どのよう

なことが考慮されなければならないかという問題､そし

て第三は､これら二つの問題と切り離せない関係にある､

コミュニケーションの手段としての日本語の問題である｡

2.｢教育への回帰｣･｢教育機能の強化｣

留学生の抱える問題は多種多様だが､｢学習 ･研究が

思うようにできない｣という悩みは､最も本質的な問題

であろう｡｢指導教授はいっも忙しそうで､とても相談

できる雰囲気ではない｣､｢ゼミで質問してもきちんと対

応してくれない｣､｢毎日が実験の繰り返しで､専攻分野

についての包括的な指導をしてもらえない｣といった教

師の教育指導に直接関わる問題から､｢図書館に必要な

本が整備されていない｣､｢洋書がほとんどない｣といっ

た学習環境の問題､さらに留学生たちが口をそろえてい

うことだが､｢日本人の学生は勉強しない｣｢授業で質問

しないし､教師も学生との討論を望んでいないように見

える｣といった日本の大学における教師と学生の関係の

あり方についての問題などなど｡ これらは､留学生と接

する中で筆者も直接聞き､またこれまでの調査で､日本

の大学に概ね共通することが明らかになっている問題で

ある昌それは､後に述べるように日本の大学における

｢教師と学生双方の教育からの離脱｣の問題であって､

教育を受けることを最大の目的としてきた筈の留学生に

とっては衝撃的な現実である｡

留学生の宿舎の問題やアルバイトの問題も決しておろ

そかにできない問題だが､留学生教育の最大の問題は日

本の大学における教育そのものにあるように思われる｡

留学生の来日の最大の目的は日本で教育を受けることで

ある筈であり､その内容 ･方法に問題があるとすれば､

これこそが留学生教育の最大の問題である｡

日本の大学では教育が軽視されている､と言うと事実

認識が違うと言われるかもしれない｡大学は研究機関で
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あると同時に教育機関である､というのが共通の認識だ

からである｡ 大学教授の中には教育が軽視されているな

ど心外だと思う人も多いだろう｡ しかし､日本の大学教

育の抱える問題の深刻さについては､すでに多くの指摘

がなされている｡ 日本における数少ない高等教育研究者

の一人である喜多村和久氏は､日本の大学教育の現状に

ついて､教師と学生の ｢双方の側からの不幸な "教育

からの離脱現象"｣があることを指摘しているとまた大

学審議会は1991年5月の高等教育計画に関する答申で､

日本の高等教育の今後の ｢教育機能の強化｣を真っ先に

提唱しているのである三

日本の代表的政治学者の一人である福田歓-氏は ｢自

国の学生を大事にしない社会は留学生を大事にできない

- - - 6｣と述べているが､日本の大学における教育の

不在の指摘が正しいとすれば､留学生に対する教育も例

外ではありえない｡

ここでは日本の大学教育の抱える諸問題について立ち

入って議論することはしないが､教育を大学に取り戻す

という一見単純なことを実行に移す上で､｢教師に時間

的なゆとりがない｣という問題が大きな障害となって立

ちはだかっていることだけを指摘しておきたい｡

実際､大学の教師には忙しい人が多い｡｢私の先生は

いっも忙しい｣と留学生たちがあきらめ顔で口にするの

を､筆者もよく耳にする｡ しかし､教育には本来､時間

がかかるはずである｡ 特に対話を基本とする教育は､時

間的なゆとりなしには達成できない ｡ そして､日本語能

力が十分ではなく､講義などの背景にある了解事項にも

疎い留学生こそが､そのような対話を基本とした教育を､

最も切望しているように思えるのである｡ もっと教師が

教育に充てる時間を増やせるようにすることが､大学に

おける教育への回帰､そして留学生教育の充実のための

最大の条件ではなかろうか｡

そのための解決策としては､現在進められている事務

官定員削減政策を見直して､行政的領域を専門家に托し

ていくことが必要である｡ また今後､研究を主にする大

学教師と教育を主とする大学教師との機能分担が進むこ

とも予想されるが､特に後者の立場の教師には､数年に

一度､教師を教育から完全に解放する､いわゆるサバティ

カル制度を確立して一定期間､研究に専念する時間を用

意し､それ以外の期間には教師が十分に教育に専念でき
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るようにする､といったことも考えられてよい｡

3.異文化対応の戦略

以上のような日本人学生に対する教育も含めた大学教

育そのものについての問題の他に､異文化を背負ってやっ

てくる留学生 (そして研究者)に対して日本の大学は､

そして私たち丁人一人は､どのような態度で臨めばよい

か､という問題がある｡

国際交流拡大の旗を振っているだけの人はいいが､実

際に留学生と日々接して仕事をしなければならない事務

担当者や､指導教授に留学生の世話をまかされた講師 ･

助手といった若手の人々は､大学審議会がいうところの

｢非伝統的な新しい学生層｣の教育指導に四苦八苦 して

いるというのが実情ではなかろうか｡｢留学生が来ると

憂哲になる｣とか､極端な話しではあるが､｢後ろから

飛び蹴りを食らわせたいような留学生もいる｣といった

感想さえ伝え聞くことがあるが､それを､そのような感

想を吐露する人の狭量さのためだとあながち非難できな

い状況があることも確かである｡ ある文部省国費留学生

は ｢日本の大学の事務官のような下級公務員に学生扱い

を受ける筋合いはない｣といったことを､あるアンケー

トに書き並べて帰国していった｡

一方､留学生の側からは､腹を割って話し合えるよう

な関係を日本人と作りたいと思っているのに､なかなか

それができず､寂しく思っているという声が共通して聞

かれる｡留学生には､待っていてもだめだから自分から

積極的に日本人に話しかけていくようにとか､クラブ活

動に参加 したらどうか､といった助言を与えているが､

そう簡単に解決しない問題のようである｡

留学生の異文化適応に関しては､既にさまざまな研究

が行われているが､大学の学生や教職員が､国際交流の

拡大の中で､どのように異文化に対処 ･適応していけば

よいのかという問題についても､もっと検討されるべき

である三ここではこういった問題を考える際の､基本的

姿勢について私見を述べてみたい｡

(1)一個の人間としての対等性の認識

国際政治学者 DovRonenは ｢将来､研究が進んで反

証がなされない限り､人間の構成する基本的実体として

確実に実在すると言えるのは､個々の個人と人類全体の

二つだけである｡これら二つの問に位置するものは全て､

母親と彼女から生まれたばかりの新生児という組み合せ

を除いて､みな私たちが他者 (others)に対するものと

して我々 (ourselves)を認識する中で窓意的に作り出

したものである｡｣と述べている三人種や民族､国籍と

いったことはもとより､男と女といった区別さえ慈恵的

だという訳である｡

我々 (we)日本人とか､彼 ら (they)外国人という

区分けも､私たちが勝手にしているに過ぎない｡煎じ詰

めれば､地球人という全体の中の一人一人の個としての

存在以外は､日本人であるとか､男であるとか､女であ

るとか､九州男児であるとか､そういったものは私たち

自身が長い歴史の中で勝手に作り出した､いっかは剥が

されることもあるレッテルにすぎない ｡

留学生たちの多くが､日本人と率直に話し合えるよう

な関係ができないと言うのも､日本人に､地球上の人類

として私たちは同類であり､それぞれは一個の人間とし

て対等だとする認識や教育が欠けているからではないだ

ろうか｡異なる文化の中でそれぞれに生きてきた者同志

が友情を培い得るとしたら､それはこのような認識の上

に立って初めて可能だと思われる｡

最近行われた調査で､｢国際人｣の条件とは何かとい

う質問に答えて､日本人学生は ｢外国語能力や海外につ

いての知識｣を最初に挙げたのに対 して､ドイツの学生

は ｢視野の広さや寛容性｣を第-に挙げ､際だった対照

を見せている三 ドイツの学生たちの選んだ ｢視野の広さ

や寛容性｣といった資質は､人類としての共通性と個人

としての対等性の認識に通ずるものである｡このような

認識を私たちの心の中に育てていくことが､まさしく教

育の国際化の課題であろう｡

一方､留学生に対応する中で生じているさまざまの乱

蝶は､文化の違いだけから来るのではない｡留学生の多

くは大学院レベルの学生であり､その年齢は日本人学生

より概して高く､出身国で大学講師や研究員などの職に

ついていた者が相当含まれている｡ 学生を､まだ一人前

ではなく未熟な者として扱う傾向にある従来の日本の大

学の学生観でこれらの留学生に接して行けば､感情的な

食い違いが出てくるのは当然である｡ 大学審議会の答申

は､今後増加するであろう外国人留学生と社会人学生を､

｢非伝統的な新しい学生層｣と呼んでいるが､従来日本



の大学において形成されてきた学生 ･事務担当者 ･教師

の間の人間関係のパターンに代わるものが今､求められ

ているのである｡

そのような新 しい人間関係のパターンを創造するため

にも､｢一個の人間としての対等性｣を明確に認識する

ことが肝要である｡ 教師だから学生より偉いとか､学生

だから教師より劣るというのではなく､学問 ･研究上､

教師に学ぶものがあるから､学生と教師の問に尊敬と信

頼の関係が生まれる｡ また､真理を追及する立場にある

点では教師も学生も対等であり､さらに人格的には教師

も学生も同じ一個の人間として対等だ､と考えるべきで

ある｡ 日本の大学で自説に反論する学生に慣れていない

教師や､教師に討論を挑まない学生が少なくないのは､

このような対等性の認識が薄いからではないだろうか｡

このことは､事務担当者と学生の間でも同 じである｡

｢大学における学習 ･教育 ･研究活動の遂行は､事務担

当者の働きがあって初めて可能なのだ｣という認識の上

に､尊敬と信頼の関係が築かれる｡ 相手は学生だからと

か､自分は出身国では偉いから､といったことで人間関

係が決められてはならない｡それぞれ一個の人間として

は対等である､という認識を持っことを､出発点とすべ

きである｡

このことは､日本人も留学生も共に再確認すべき原理

である｡ 改めて言うまでもないことかも知れないが､大

学教師であることは､その人の人格を何ら保証するもの

ではないC大学教師であることでその人が一個の人間と

して偉いということにはならない｡留学生の中には､日

本人以上に権威主義的なェリート意識を覗かせる者もい

る｡ 日本人も自戒 し､また留学生にもそのような権威主

義的なエリート意識の無意味さと弊害を認識 してもらわ

なければならない｡

(2) 契約観念の強化

かって海外の大学で教えていた時に筆者は､単位を与

えなかった履修者に ｢裁判所に訴えてやる｣と言われた

経験がある｡ 日本でも留学生に教える中で､この経験を

思い出すようなことが最近あった｡このようなことは､

日本人学生を教える際には､まず考えられないQ異文化

を相手にすることの持っ､厳しい側面である｡

このように考え方や行動様式の異なる者同志が､円滑
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な人間関係を築いていくためには､互いの権利や義務な

どの基本的な関係を明確に提示して､前もって相互に了

解しておくことが何よりも大事である｡すなわち ｢契約｣

である｡ 同質性の高い日本の社会で､相手の顔色を見て

ものごとを決定 していく日本的なやり方は､現実の国際

交流の場では通用しない｡

留学生教育の場合には､まず大学と留学志望者の間に

契約が必要になる｡ 受け入れ決定の前に､大学側は留学

志望者に対して､大学が留学生に何を提供することがで

き､何を提供することができないか､そして留学生は大

学でどのような権利と義務を有することになるかをはっ

きりと提示 しなければならない｡大学が発行して留学志

望者に送付する大学概要､あるいは学部､研究科の案内

等は､基本的にこの条件提示の役割を果たす｡この条件

提示がしっかりしていれば､留学志望者はその条件を受

け入れて入学を志望したことが明確になり､留学生の教

育をめぐって入学後にさまざまな問題が生 じた際にも､

感情的な行き違いの生 じる可能性が大幅に減る｡留学生

の生活上大きな問題である宿舎の問題などにしても､入

学許可の前に大学の寮の入居条件などについて明確に提

示しておけば､留学生はさまざまな条件を知った上で入

学してくることになり､問題が生 じても相互理解のため

の共通の土俵がそこにはある｡

一方､契約の一方の当事者である留学志望者の側は､

大学の求める受け入れの条件を自分が満たしていること

を､明確に証明しなければならない｡本国での学業成績､

留学中の学資負担能力､語学能力､などを証明するのは

留学志望者の責任である｡ 入学後にそれらの証明に偽り

があることが判明した場合には､入学の許可を取り消す

権利を大学側が保留するといったことも当然明確にされ

ていなければならない｡ただし､これら留学志望者が提

出する書類を的確に評価するのは､大学側の責任である｡

この点､留学生出身国の教育制度に関するマニュアルな

ど最近少しずつ整備が進められてはいるが､個々の大学

の留学生の選考 ･入学許可のシステムはまだまだ不備だ

らけだというのが実情であろう｡

例えば長崎大学では､特に研究生や聴講生の身分での

留学生の受け入れに関して､依然､指導教官個人の裁量

に任されている部分が多い｡しかし､身分はどうであれ､

大学の学生として受け入れが認められた時点で､その留
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学生と大学の間には相互に権利 ･義務の関係が生じる｡

大学が留学生の受け入れを許可するという行為は､その

意味で､大学と留学生を双方の当事者とする契約関係締

結の行為だと考えられる｡このことは留学志望者の選考 ･

入学許可を行う際に､もっと自覚されるべきである｡

｢教育というものは優れて人間的な関係であって､契

約などといった四角四面のものを持ち込むと､教育から

人間味が失われる｣といった議論があるかも知れない｡

しかし､しっかりした制度的裏付けがあってこそ初めて

柔軟な人間関係の構築が可能になるのであって､そのよ

うな裏付けのないところで ｢柔軟さ｣だけを求めても､

それはただ ｢いい加減｣なだけに終ることの多いことを

忘れてはならない｡そのようなことでは､教育にいくら

心を込めようとしても､労多く実り少ないということに

なりかねない｡

留学生をめぐる諸々の問題は､入口の所をきちんとす

ることによって､その多くが解決され､また問題の処理

も容易になるはずだ､というのが留学生と接する中で日

頃､筆者が最も強く感じていることである｡

4.日本語の重要性

日本語の重要性を論じていると決って出てくるのが､

｢専門教育は英語でいいから､日常会話ができる程度の

日本語が必要だ｣という考え方である｡しかし､筆者は､

ほんとうに専門教育の場であなたの英語は通じているの

か?という質問を専門教育担当の大学教授に発したい｡

専門分野の実験の方法､理論などは大方の教授が英語で

説明できることであろう｡ しかし､留学生を対象とした

専門教育はそれだけでは終らないはずである｡ まず､日

本の大学における教師と学生の関係は多くの外国の大学

とは異なっている｡この違いを英語で十分に説明するこ

とがどれだけの大学教授にできるか､問題である｡ それ

にとどまらない ｡ 専門教育は研究テーマ以外のさまざま

な側面を含む｡奨学金制度､大学院の組織 ･制度､さま

ざまな人間関係､そういったことまで､留学生と英語で

十分に討論できる教授ばかりではない､というのが実情

ではないのだろうか｡

そのようなとき､英語で意志疎通ができないことが､

大学教授の資質を欠くことを意味するとは思えない｡日

本で教育をしている以上､日本語で意志疎通のできない

留学生が非難されることがあっても､英語のできない日

本人教師が非難される筋合いはないのである｡ ただ､そ

れを主張するには､留学生に対して､日本語能力が不可

欠であることを､最初に明示しておかなければならない｡

前項で述べた ｢契約｣の問題である｡ そして､これが可

能になるには､留学志望者の日本語能力評価が合理的に

なされる保証がなければならない｡現在､日本国際教育

協会と国際交流基金によって実施されている日本語能力

試験が､米国のTOEFL(TestofEnglishasaForeign

Language)などのモデルに一日も早 く近づくことが､

期待される｡

ひとたび日本語の重要性が確認されれば､後は技術的

な問題であるように思われる｡まず受け入れの段階で日

本語能力の十分な者だけを受け入れるようにする｡それ

ができない時は､次善の策として､受け入れ後に十分な

日本語教育を行えばよい｡しかし､現実はそのような理

想には程遠い｡筆者はかつて､日本語はおろか英語の能

力もないのに学部に受け入れられたある "聴講生 !"

の日本語教育を担当したことがある｡｢研究生｣が指導

教官の下で､一つの研究課題について一定期間大学で指

導を受けるという制度であるのに対して､｢聴講生｣は､

正規の学生以外の人が､各学部で開講されている講義を

選び､聴講することができるようにするための制度であ

る｡｢聴講生｣という身分で受け入れられた留学生は､

日本人学生と机を並べて講義を聞くわけだから､当然､

高度の日本語能力と専門の学力を持っていなければなら

ない筈である｡ 私たちの開講している日本語コースは補

講的な性格のもので､週 2回だけの初級日本語の授業に

やってくる彼を見る度に､矛盾とある種の絶望感を感じ

ずにはいられなかった｡大学教育の持つべき合理性のか

けらも､そこには兄いだせなかったからである｡

こういったことを是正して行く上で語学能力検定も含

めて､留学生に対する英語教育について極めて合理的な

制度を作ってきた米国の例は､ここでも参考になる｡ 留

学生の英語能力のレベルに従って､留学生が本来目的と

している学課教育と留学生を対象とした英語教育 (一般

に第二外国語としての英語教育､EnglishasaSecond

Language:ESLと呼ばれている)とはどのような関係

で行われるべきか､米国で作られたモデル･チャートを

表 1に訳出しておく｡ これらを例として､留学生を対象



表1.米国の留学生教育における英語運用能力と学課教育との関係

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

能 力 な し 初歩的な能力がある 中級程度の能力がある 学課教育に必要な最低限の能力がある

学 課 教 育 は 行 わ な い 学 課 教 育 は 司

巨実上運用能力なし 学習した語糞を使って簡単 身近な話題についての文や 身近な話題や学問上の話題

な文や質問を書くことがで 質問を､基本的ではあるが について､ほとんどの文型
きる○スペリングの間違い 複雑ではない文型を使って が使いこなせる〇時に意味
や文の構造に間違いが多く 書くことができるが､しぼ 不明0時間がないときや試
意味が分かりにくくなるこ しぱ意味不明である○限ら 験の時には能力が低減o解
とがあるO れてはいるが物語文や描写 説や論証を行う文章で使わ

文を書く能力があるo れる文章構造の理解度は低い○

喜美上運用能力なし 初歩的な英語教材や物語 ､ 中級程度の英語教材や物語 英英辞書を常用してほとん

描写文を読み､理解するo 文､そして簡単な解説文を どの解説文を読み､理解す
ニ ケ国語辞書を常用するo 読み､理解する○ 英英辞書 るoニケ国語辞書を多用し

を常用 し､時にニ ケ国 語辞 て自分の専門分野の文章を

書を使う○ 読み､理解する○いずれもかなり時間がかかるo読解に困難 があるのは語吏員と要語讐 の能力が 不十分ff｣

享実上運用能力なし 非常にゆっくりと一語ずつ 普通の速さでも-一語ずつはつ 普通の速さで､くだけた言

分けて話されれば､身近な きりと話されれば､身近な い回しの質問､陳述､会話
話題についての簡単な質問 話題についての質問や陳述 がほとんど理解できる,J困
は理解するo写実的な語嚢 や会話がわかる〇時に言い 難を伴うが､自分の知って
を使って言い直すことが必 直してやることが必要にな いる分野での講義を理解す
要になることが多 い o る○ ることができるo

i実上運用能力なし 日常､個人的に必要なこと 社会生活のほとんどの場面 ためらいがちになることも

や身近な話題については質 で理解可能な形で会話を交 あるが社交的な会話や学問
問を し た り答 え たりするこ わすことができるが､構文 上の会話に十分に参加でき
とができるが､語糞は非常 や発音は不完全○学術用語 る○慣用表現や構文の誤り
に限られている○構文や発 の知識は限定されているo を時に犯し､意味不明にな
音の間違いが多いo ることがあるo

集 中 的 な 英 語 教 育 プ ロ グ ラ ム を 受 け さ せ る 学課教育は最小限

学 課 教 育 の 科 目 は 受 講 さ せ な い 学課数育科目1科目と英語の全領域を扱ったESLの上級コース (単位の有無は問わない)

英語運用能力

読 解 能 力●菰 嚢日日 事実上運用能

聴 解 能 力 事実上運用能

発 話 能 力 事実上運用能

E S L 集 中

の

V
学課教育に必要なうち
部分的な能力がある

限 し て 実 施

を持って文
けるが､時に慣用的用
誤用がある｡時間が
きゃ試験時には能力
解説や論証を行う文

解
力
能

度

､力
け

〟;*
｢J
ヒ
ヒ
ノヽ

戒についての埋
り低いが､構成
誤用を訂正する
間のうちに身につ

な
低
章
は
白
を
る

が
法
い
減
の
か
分
短
基

書
の
と

o
構
な
で
期

投的な解説文や自分の専門
分野の文献を読み､理解す
る｡多少の余紹
が読める｡要旨把握の技能
に欠けるが､短期間
する基礎はある｡

普通の速さで自分の知って
いる分野での会話や講義が
ほとんど理解できる｡

社交的な会話や学問上の会
話に十 分参加できる｡慣用
表現や構文の誤りを時に犯
すが､意味不明になること
はあまりない｡

学課教育は部分的に実施

学課科目2科目と作文 ･読
角射こ重点を置いたESLの
上級コース (単位の有無は
問わない)

.....喜l

ⅤⅠ
謀教育に必要な能力を
分に有する

通常の学課教育を実施

イティブに比べて多少
速度が遅く､時に慣用

="-二~~ ~~叩-■M"L-1
.

ト
.

∃

割
表

の誤りがある(〕解説や論
を行う文章の構成につい
王卵年があるrJ

･般 的 な学術文献を読み
理解する｡時に辞書を便用

ノ＼
L
U

使
い

要
し､ネ イティブより
ら か時間がか かるが
把握の能力はある｡

ま

学問上の会話や通常の会話
ほとんどの講義が問題なく

理解できる｡

慣用表現の使用にたまに不
正確さがあるが､流暢に話
すことができる｡

通常の学課教育を実 施

Ⅰ工SLコースは必要ない

出典 :EnglLIshLJanguageProficL'enc)′Chart.ProducedbytheConsortium onIntensiveEnglishProgram(CIEP)oftheAssociationofrLleacher'sofEnglishasaSecond
Language(ATSL)iIIconsultationwiththeAdmissionSection(ADSEC)ofNAFSA,∩.p.,∩.d.
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とした日本語教育の場合には､留学生の日本語能力に英

語能力を勘案して､同様なチャートが作られ､実施され

る必要がある｡

5.大学に求められているもの

冒頭でも触れたが､日本の大学をとりまく条件は､今､

急速かつ確実に変化しようとしている1.0そして､大学が

変革を迫られているこの時に､留学生受け入れを中心に

した国際交流の増大が､避け難い現実として日本の大学

に迫ってきている｡ 大学も重い腰を上げざるを得ない状

況がそこにはある｡ すでに文部省は手を打ち始めている｡

問題はそれぞれの大学が､状況をどう判断して行動して

いくかであろう｡ この大学変革の時代に大学が生き残っ

ていけるかどうかは､それぞれの大学で働く者の意識に

かかっているごそして､各大学における留学生教育の態

勢の強化あるいは改革は､まさしく大学を構成する者そ

れぞれの意識によってその成否が左右される問題である｡

そのような意識変革を行い､それを一つの理念として

集約し､それを効率的に実行するために組織化を進めて

いくこと､これこそが国際社会に大学が貢献する上で今､

大学に求められていることではないだろうか≡

(注)

1.大学審議会 ｢大学教育の改善について (答申)｣､同 ｢学位

授与制度の見直し及び大学院の改革について (答申)｣共に

1991年 2月8日答申､『文部広報』第890号 (平成3年 2月9

日)､pp.2-9.同 ｢平成 5年度以降の高等教育の計画的整

備について (答申)｣､同 ｢大学院の整備充実について (答

申)｣共に1991年5月17日に答申､『文部広報』第894号 (辛

成3年 5月18日)､pp.3-7.これらの答申の随所で社会人

学生と並んで､外国人留学生の増大とこれ-の対応の必要性

が指摘されている｡特に､大学院では留学生の定員化を含め

た教育態勢の強化の必要性が強調されている｡上記 ｢大学院

の整備充実について (答申)｣Ⅱ-3.留学生の教育体制の

整備､の項｡『文部広報』第894号､p,7.

2.留学生受け入れを含め､国際社会と大学というテーマに関

係する論考は数多い｡これまでの議論を辿るには､以下の文

献目録が手がかりになる｡喜多村和之編 ｢大学の国際交流に

関する文献目録｣広島大学大学教育研究センター 『大学研究

ノート』第41号 (1979年12月)､同 ｢<大学の国際化>に関

連する文献目録｣喜多村和之 『大学教育の国際化』増補版

(玉川大学出版部､1989年)､PP.272-318､さらに ｢異文化

間教育文献目録5｣異文化間教育学会 『異文化間教育』No.

5､特集 :在日留学生と異文化接触(1991年)､pp.153-165.

3.広島大学大学教育研究センター･<大学の国際化>プロジェ

クト｢日本の大学における外国人教員一全国調査結果の概

要-｣『大学研究ノート』第43号 (1980年 1月)､Ⅲ-3.日

本の大学の印象 ･評価､及びⅣ-2,外国人教員自由記述意

見集 (抄訳)､及び同プロジェクト｢日本の大学院教育に関

する留学生の意見調査一全国調査結果の概要-｣『大学研究

ノート』第52号 (1982年 2月)､Ⅱ-6.日本の大学 (大学

院)の一般的評価､及びⅣ-4.留学生の自由記述意見集 :

日本の大学教育､教員､学生について､の項｡

4.前出､喜多村和之 『大学教育の国際化』増補版 p.192.

5.前出､大学審議会 ｢平成5年度以降の高等教育の計画的整

備について(答申)｣『文部広報』第894号､p.4.

6.福田歓- ｢国際化と大学教育 :重い課題とその認識｣『じゅ

あ』(大学基準協会)第 3号(1990年)､p.3.

7.留学生と異文化交流の問題については､前出の異文化間教

育学会 『異文化間教育』No.5､特集 :在日留学生と異文化

接触 (1991年)や高橋順一 ･中山 治 ･御堂岡 潔 ･渡辺文

夫編 『異文化へのストラテジー :国際化の時代と相互発展』

(川島書店､1991年)所収の諸論文などを参照されたい｡

8.DovRonen,TheQuestforSelf-Determination,

(NewHaven:YaleUniversityPress,1979),p.9.訳は

筆者｡彼は同じ主旨のことを日本語版序文の中でも繰り返 し

ている｡ダヴ･ローネン著､浦野起央 ･信夫隆司訳 『自決と

は何か :ナショナリズムからェスニック紛争へ』(刀水書房､

1988年)､pp.xii,14.参照｡

9.米岡ジュリ ｢日本とドイツの若者の国際化に対する意識や

態度について｣『海外事情研究』(熊本商科大学海外事情研究

所)第19巻第 1号 (1991年12月)､pp.1-10.『朝日新聞』

(西部本社版)1992年 1月17日､p.16,｢国際人って何｣参

照｡

10.前出､大学審議会 ｢平成5年度以降の高等教育の計画的整

備について (答申)｣では､そのような変化として､(1)社会

情勢の急激な変化､(2)学術研究の分野で国際的貢献の要請､

(3)生涯教育の必要性の増大､(4)高等教育のグローバリゼー

ションの進展､(5)伝統的な進学年齢層人口の急激な減少､

の五つを挙げている｡この中でも最後の､大学進学希望者数

の減少は､今後大学に直接的な影響を及ぼすことは確実で､

｢大学淘汰の時代｣あるいは ｢大学の冬の時代｣の到来が予

見されている｡喜多村和之 『大学淘汰の時代』(中央公論社､

1990年)､『別冊宝島90:大学の事情』(JICC出版局､1989年)

などを参照されたい｡

ll.これは土山秀夫長崎大学前学長が既に指摘し､同時に国立

大学の現状について危幌を表明していることである｡土山秀

夫 ｢国立大学 :いまその意識が問われている｣『IDE:現代

の高等教育』1989年10月号､pp.46-49.

12.留学生教育の理念確立と組織化の重要性については､志柿

光浩 ･賓藤寛 ｢国際教育交流の理念と組織化 :米国のモデル

はどこまで長崎大学に適用可能か｣長崎大学外国人留学生指

導センター 『長崎大学留学生教育の理念と組織化について』
(1992年3月)所収でも論じているので参照されたい｡

(志柿光浩 :外国人留学生指導センター講師)



2節 長崎大学における留学生教育の現

状と課題

1.外国人留学生の数と比率

長崎大学の外国人留学生の状況について､日本全体お

よび長崎県の状況を踏まえた上で述べる｡

我が国で学ぶ外国人留学生の数は近年増加の一途をた

どっている｡ それはグラフ1に見るとおりである｡ 外国

人留学生とは我が国の大学 ･大学院 ･短期大学 ･高等専

門学校および専修学校 (専門課程)に学ぶ外国人のこと

である｡ 国全体の集計で1990年 (平成 2年)5月 1日現

在､41,347名である｡(文部省発表｡毎年 5月 1日付で

集計されているが､1991年 (平成 3年)の分は1992年

(平成4年)1月現在､未発表である)長崎大学の外国

人留学生数は1990年5月 1日現在119名､1991年 5月 1

日現在も119名である｡ 長崎県内の外国人留学生数は､

1990年10月 1日現在の数で245名､1991年 5月 1日現在

で251名である｡(長崎地域留学生交流推進会議調べ)

1990年の数に基づいて出身国別に上位から比べると､

表 1のようになる｡ 長崎県の数は集計日が違っているが､

参考までに掲げる｡ 国全体 ･長崎大学 ･長崎県の間に差

異があることが分かる｡ 長崎大学では中国と台湾を合わ

せた数が60名で､全体の50%であるが､国全体では合計

24,547名59%であり､その比率に比べると長崎大学は少

ない｡また長崎大学では韓国が比較的少数である｡ バン

グラデシュの国全体の数は349名､1%以下であるが､

長崎大学では8名､7%であり､比率の上できわだって

多くなっている｡

長崎大学における外国人留学生数の推移については

表 2のとおりである｡ ここ2-3年横ばいとなっている

が､1991年の数119は､10年前の数34に比べると3倍以

上となっている｡

2.外国人留学生の区分と身分

(1)外国人留学生の区分

外国人留学生の区分について見る｡ 文部省は外国人留

学生を､国費留学生 ･私費留学生 ･外国政府派遣留学生

の三つに分類している｡ 長崎大学の場合にはこれに加え
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て､長崎県奨学生 ･長崎県アジア交流財団奨学生がある｡

これらについて簡単に説明する｡

国費留学生｡これには ｢大使館推薦による場合｣と

｢大学推薦による場合｣がある｡ 大使館推薦による場合

というのは､文部省が在外日本公館に依頼して選考し､

日本の受け入れ大学と協議して合格者を決めるものであ

る｡ 大学推薦による場合というのは､大学が入学を許可

しようとする学生の内､優秀でかつ奨学金の支給を必要

と考える者を文部省に推薦 し､文部省が決定するもので

ある｡ これらの日本語教育について見ると､大使館推薦

の場合には各大学への入学前に､東京外国語大学 ･大阪

外国語大学等で統一して行われるが､大学推薦による場

合にはそうしたことがない｡

私費留学生｡全て志望大学等の選考を経て入学が許可

される｡ 外国から直接入学する場合と､日本で大学附属

の日本語教育施設や民間の日本語教育機関などで 1年間

程度日本語教育を履修してから入学する場合との二つが

ある｡ 入学選考に際して､学部学生の場合には ｢私費外

国人留学生統一試験｣と ｢日本語能力試験｣の結果が資

料として活用されることが多い｡｢私費外国人留学生統

一試験｣とは､日本国際教育協会が実施する大学学部入

学を目指す外国人のための試験であり､日本人の場合の

大学入試センター試験に代わるも甲である｡ 理科系は数

学 ･理科 ･外国語､文科系は数学 ･社会 ･外国語の試験

がある｡ 次にここで言う ｢日本語能力試験｣とは､日本

国際教育協会と国際交流基金とが共催して世界各地と日

本国内で実施する､日本語能力を測定し､認定すること

を目的とした試験である｡ これらはいずれも毎年12月に

実施される｡この結果を入学選考の資料としてどの程度

重視するかは､大学 ･学部等により様々である｡

外国政府派遣留学生｡中国 ･マレーシアおよびインド

ネシア政府からの派遣がある｡ 日本語予備教育や大学等

-の受け入れの斡施が､文部省などを通じて行われる｡

長崎県奨学生 ･長崎県アジア交流財団奨学生｡長崎県

と長崎県アジア交流財団は､開発途上国数か国の中から

数名､留学生を招待している｡滞在期間は1年間である｡

その学生の選考に関しては対象国の関係機関に任されて

おり､その学生たちは日本滞在の1年の間､長崎大学に

研究生として在籍する｡ なおこれは文部省の区分では私

費に入る｡



グラフ 1 留学生数の推移
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(注) 外国政府派遣留学生は､中国 ･マレーシアおよびインドネシアの各国政府派遭留

学生である｡

表 1 外国人留学生散の出身国別噸位

l 国 全 体 長 崎 大 学 長 崎 県

中 国 18,063 中 国 38 中 国 92
(44%) (32%) (38,0.6)

韓 国 8,050 台 湾 -22 台 湾 33
(19%) (18タ̀) (l3クい

台 湾 6,484 マ レ ー シ ア 14 マ レ ー シ ア '25
(16%) (12%) (lo財)

マ レ ー シ ア 1.544 イ ン ドネ シア 10 韓 国 21
(4%) (8%) (9%)

米 国 1,180 韓 国 9 フ ィ リ ピ ン 16
(3%) (8%) (7%)

イ ン ドネ シア 948 バ ングラデシュ 8 米 Eg l5
(2%) (7%) (6%)

41,347 119 245

国 と長崎大学は1990年 5月1日現在,長崎県は1990年10月1日現在

表 2 長崎大学の外国人留学生鼓の推移

1981年 (昭和56年) 34

1982年 (昭和57年) 40

1983年 (昭和58年) 49

l984年 (昭和59年) 58

1985年 (昭和60年) 61

1986年 (昭和61年) 65

1987年 (昭和62年) 76

1988年 (昭和63年) 101

1989年 (平成元年) 111

1990年 (平成 2年) 119

1991年 (平成 3年) 119

各年 5月1日現在



(2)外国人留学生の身分

外国人留学生は表3に見られるように､学部学生 ･大

学院生等に分類される｡ この分類は ｢教員研修生｣を除

き､日本人学生も同じである｡長崎大学の外国人留学生

に関して状況を見る｡ 表 3は1991年5月 1日現在の数で

ある｡

表 3 長崎大学の外国人留学生の身分別人数

39
1991年 5月 1日現在

学部学生｡国費留学生 ･私費留学生 ･外国政府派遣留

学生から成っている｡ 外国人留学生の3割を占めている｡

大学院生｡学部学生と同様､国費留学生･私費留学生 ･

外包政府派遣留学生から成っている｡ 外国人留学生の半

数近くを占めている｡

研究生｡ 研究生とは大学卒業以上の人が各大学の研究

生規則に従ってなることができるものである｡ 大学院入

学前に研究生になる場合も多くある｡ 長崎大学の研究生

は､国費 ･私費 ･外国政府派遣の留学生と長崎県奨学生 ･

長崎県アジア交流財団奨学生とから成っている｡

教員研修生｡教員研修生とは､開発途上国を募集対象

とし､大学卒業以上程度の学歴の人がなることができる

ものである｡ 全て大使館推薦による国費留学生であり､

教員養成学部で1年間特別研修を行う｡長崎大学にも在

籍者がいる｡

聴講生｡聴講生とは高校卒業以上の人が各大学の規則

に従ってなることができるものである｡全て私費である｡

3.外国人留学生の日本語能力

これらの学生についての日本語能力と､長崎大学にお

ける日本語教育に関することを､次に見てみよう｡ 日本

の大学に在学中の学生だからといって日本語能力が高い

とはかざらない｡そのことに関して述べる｡

学部学生について｡ まず国費留学生は学部学生の場合､

ほとんどが大使館推薦のものである｡ したがって入学前

に日本語教育を受けており､その期間は1年間である｡

国費で大使館推薦以外の者というのは､もともと私費で

ある学生が､最終年次において選考により国費として採
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用される制度があるが､その場合である｡ 次に私費留学

生は学部学生の場合､入学選考に際して日本語能力が重

視される｡ したがって一定程度の日本語能力を身に付け

ていないと合格できない｡次に外国政府派遣留学生は､

入学前に日本語教育を受けることになっている｡ 以上の

ように学部学生の場合には皆が､入学前にまとまった日

本語教育を受けているが､受けていないにしても日本語

能力が一定程度あるわけである｡

それではかれらが入学した時点で､大学の授業に十分

ついていけるほどの高度な日本語能力を持っているかと

いうと､必ずしもそうはいかない｡むしろ1年次生では

極めて不十分な程度であることが多いようである｡ 教養

部では教養課程在籍の留学生を対象として､日本語能力

向上と日本理解のために､日本語 ･日本事情の授業を開

講している｡ ただし日本語能力がそれによって急速に高

まるわけではない｡教養部教官の話しによると､一般教

養の授業の筆記試験などで日本人学生と同じものを課し

た場合には､合格点をほとんど取れない程度の者が多い

そうである｡

ではかれらの日本語能力はその後どうなるかというと､

一般的なこととして3年次くらいからは､日本語で行わ

れる授業にどうにかついていける程度になるようである｡

大学院生 ･研究生について｡ これらについては長崎大

学を含めた日本の大学の学部を終えてから入学する場合

と､外国の大学を終えてから入学する場合とがある｡ 前

者は日本語能力が相当に高い場合がほとんどであるが､

後者については日本語能力が高いことはあまり期待でき

ない｡後者について以下に見る｡国費留学生の内の大使

館推薦の者は､前に述べたとおり入学前に統一して日本

語教育を受けることになっている｡ただし大学院生 ･研

究生の場合には6か月であり､学部学生の半分である｡

したがって入学時点で一定程度の日本語教育があること

にはなるが､6か月間の日本語教育では能力もそれに応

じたものでしかない｡大学で学習 ･研究するための日本

語としては不十分である｡ 次に国費留学生の内の大学推

薦の者および私費留学生については､日本語能力が低く

ても入学することがある｡ 入学選考において日本語能力

が必ずしも重視されない場合があるためである｡ 極端な

場合には日本語が全然できなくても入学が許可されるこ

ともある｡ したがってこれらの学生は入学時点で日本語
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能力が低い､または全然ないことになる｡ 次に外国政府

派遣留学生についてであるが､外国の大学を出てから長

崎大学に入学した者の在籍は､1991年5月 1日現在 1名

だけであり､その事例をもって一般化することはできな

いので､述べることは省略する｡

以上のように大学院生 ･研究生は日本語能力が低くて

も入学する場合がある｡ それはどうしてか｡特に理科系

においてであるが､学生が研究 ･実験をし､また教官が

指導するに当たって､日本語を必ずしも必要としない考

え方があるからである｡ 学生自身は英語の論文のみを読

み､また自分の書くレポート･論文等は英語で書き､研

究発表も指導教官とのやりとりも英語で行えばよいとい

うのがそれである｡ そのため入学の時点で､学部学生の

場合のような高い日本語能力は要求されないこともある

わけである｡

教員研修生について｡ 大学院生 ･研究生の大使館推薦

の国費留学生と一緒に6か月間日本語教育を受け､その

後教育学部に入学する｡日本語能力も大学院生 ･研究生

と同様である｡

聴講生について｡ 聴講生となる者は少数であるが､入

学に際してはある程度の高い日本語能力が必要とされて

いる｡ ただし今までに1例､日本語能力の極めて低い者

が入学したことがある｡

以上のように大学院生 ･研究生 ･教員研修生は､日本

語能力の低い場合がある｡ それらの学生には日本語の学

習が必要であり､多くの学生が入学後学習を希望する｡

また日本語能力が一定程度ある学生たちの問にも､もっ

と日本語を学習したいという強い希望がある｡それでそ

れらの学生たちのために､外国人留学生指導センターで

は日本語の授業を行っている｡

センターの授業は長崎大学に在籍する外国人留学生は

だれでも受講できることにしている｡1992年 1月現在59

名の受講がある｡(1991年10月 1日現在の在籍132名｡中

途入学があるため5月 1日現在よりも増加している)揺

業の水準は､全くの初級から中･上級まで全部で6段階

に分けている｡授業の時間数は週18校時 (1時間100分)

であり､センターの2名の専任教官と5名の非常勤の教

員が､それを担当している｡ 年間計画で決められている

のは30週間であるが､それ以外に長期休暇中の補講も行っ

ている｡(センターの授業に関する記述内容は全て1991

年現在)このようにセンターは､留学生の日本語能力向

上と研究推進に益するために役割を果たしている｡

しかしながらセンターの授業は､現在のところ日本語

教育として決して十分といえるほどのものではない｡日

本語の授業の水準が6段階､受講者数が59名であるのに

対し､週授業数は18校時だけであり､これでは不十分で

ある｡また後に述べるが､留学生の指導教官に対して行っ

たアンケートの結果には日本語教育への希望が大きく表

れており､それに照らして見ても不十分である｡ 今後の

充実が望まれている｡

なお外国人留学生指導センターについて補足すると､

これは1986年 (昭和61年)6月に学内措置として作られ

た施設であり､文部省令によって作られたものではない｡

このように学内措置によって留学生指導のためのセンター

を作り､専任教官を配置したのは､国立大学の中では長

崎大学が初めてであり､注目すべきことと言えよう｡ 日

本語教育を始めとした留学生指導の充実を図るために､

長崎大学は努力を続けてきているわけである｡

長崎大学の日本語の授業にについては､以上見た教養

部と外国人留学生指導センターの他に､経済学部でも経

済学部の留学生を対象として開講している｡

4.長崎大学の外国人留学生の 日本語能力の現状

と指導教官の希望

(1)1990年度に行ったアンケー トに関して

外国人留学生が増加していること､また日本語能力の

低い学生がいるということから､長崎大学では留学生指

導 ･日本語教育に対して関心が高まっている｡ そこで日

本語能力 ･日本語教育に関してのアンケート調査を1990

年度に､外国人留学生指導センターの教官が中心になっ

て行った｡(これについての報告は1992年3月にセンター

から発行した｡)その結果を部分的に紹介しながら次に

述べる｡

このアンケートは留学生の指導教官に対して行ったも

のであり､それぞれの指導教官が､指導している留学生

についてどのように考えるかを回答 したものである｡

1990年11月 1日現在の在籍に基づいて行っており､その

時点での学生数は130である｡(中途入学があるため同年

5月 1日現在より多くなっている｡ また長崎大学に併設



の医療技術短期大学部に所属の 1名を含めた数である)

指導教官が決まっていない学生は対象とならず､また調

査時にすでに退学していた学生もあり､それらを除いて､

対象となったのは108名であった｡内訳は表 4のとおり

である｡ 学部学生に指導教官がまだ決っていない者がお

り､その分少なくなっている｡聴講生は指導教官がない｡

大学院生の在学者数との差 2は退学した分である｡なお

このアンケートの回収率は100%であった｡

蓑4 調査の対象となった留学生の身分別人数

学部学生 大学 院生 研 究 生 教 員研修生 境 講 生 汁

26(44) 45(47) 34(34) 3(3) 0(2) LOB(130)

( .)内は在学生数o

(2) 留学生の入学時日本語能力

アンケートでは留学生の入学時の日本語能力について

聞いており､それを①日本語がほとんどできない､②買

物などの簡単な会話しかできない､③事務官と話しがで

き､大学の通知が理解できる､④専門領域に関してある

程度日本語で対応できる､(参専門領域に関して十分に日

本語で対応できる､に分けて回答を求めている｡ 結果は

表5のとおりである｡

表 5 留学生の入学時日本語能力

①ほとんど ②貫物など (9JI挿話 ④書門領域 ⑤専門領域 雲 高十 十
できない 簡単fll括 鳶知理解 ある程庚 十分

18 17 21 37 12 5 i lO8

①日本語がほとんどできない､が16(15%)､②買物

などの簡単な会話しかできない､が17(16%)である｡

①と②の合計は33(31%)となる｡今回調査の対象となっ

た外国人留学生の内31%は､このように日本語能力の非

常に低い段階の者である｡ つぎに､③事務官と話しがで

き､大学の通知が理解できる､は21(19%)である｡ こ

の③の学生も自分の専門領域に関しては日本語で対応で

きない段階である｡ これら①～③を合計すると54(50%)

となる｡ すなわち今回調査の対象となった留学生全体の

半数が､入学時点では専門領域に日本語で対応できなかっ

たわけである｡ 次に､④専門領域に関してある程度日本

語で対応できる､は37(34%)となっているが､⑤専門
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領域に関して十分に日本語で対応できる､は12(11%)

のみである｡

(3)指導教官が要求する日本語能力

アンケートはまた､指導教官が留学生に要求する日本

語能力- どの程度うまくなってほしいと考えるか-

について聞いており､入学時日本語能力について聞いた

時と同様､①日本語がほとんどできない､②買物などの

簡単な会話しかできない､③事務官と話 しができ､大学

の通知が理解できる､④専門領域に関してある程度日本

語で対応できる､⑤専門領域に関して十分に日本語で対

応できる､に分けて､回答を求めている｡ 結果は表 6の

とおりであるO

蓑 6 指導教官が要求する日本語能力

④専門領域に関してある程度日本語で対応できる､が

54(48%)と､最大であり､⑤専門領域に関して十分に

日本語で対応できる､が33(31%)で､それに次いでい

る｡④と⑤の合計では85(79%)の多数となる｡ 専門領

域に関しての日本語ができるようになってほしいという､

指導教官の希望が調査結果に出ているといえよう｡

(4) ｢留学生の入学時日本語能力｣と｢指導教官が要求

する日本語能力｣との関連

次に留学生の入学時日本語能力と､指導教官が要求す

る日本語能力とを関連させて見せたのが表 7である｡ 入

学時が住X参の低い段階の者の合計33に対 し､要求の方は

㊨さの高度な能力となっているものが合計で21(33に対

する比64%)である｡ 入学時の日本語能力が低くても､

日本語能力の要求の方は㊨さという高い段階を求める場

合が､非常に高率となっていることが分かる｡
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表7 ｢留学生の入学時日本語能力｣と

｢指導教官か要求する日本語能力｣との関連

要求の能力入学時能力 ①はと ②耳勃 @78 ④専門 ⑤書門 無 言不 明 汁

んどで fjどII 話 薦 領域あ 領域十
きfJこい 早fj法 知理解 る程FE 分

(》ほとんどできない 0 3 5 4 4 0 16 (J596')

②貫物など簡単fj鈷 0 0 4 10 3 0 lT HG:'U)

③事務話通知理解 0 0 4 12 5 0 21 (19㌔)

@専門領域ある 0 】 1 23 10 2 37 (34/%)

(9専門領域十分 0 0 1 2 8 1 12 (11%)

書不 明 0 0 0 li 3 i 5 (5%)

汁 0 4 15 52 33 4 108(loo雅)

(5) どの程度の日本語教育が必要と考えるか

アンケートはまた､長崎大学に入学して以後の留学生

にどの程度の日本語教育が必要であると考えるかを聞い

ている｡ これは入学後半年単位で､必要と考える週日数

その他を聞いたものであるが､ここでは週日数のみの結

果を示す｡表8のとおりである｡

表8 指導教官が日本語教育に必要と考える週日数

6日 5日 4日 3日 2日 1日 I十

入学 -半年後 3 14 13 27 15 4 76

半年後 - 1年後 2 9 2 23 24 6 66

1年後 一一1年半後 0 I 0 10 17 15 43

1年半Jd- 2年後 0 l 0 9 14 19 43

2年後 ～ 2年半枚 0 0 0 1 15 21 37

2年半後- 3年後 0 0 0 0 13 24 37

半年単位で必要と考える日放を回答 したもの｡

r不明｣および ｢必要なLJの場合に無回答｡

入学～半年後までについて見ると､過4-6日必要と

するものが合計30(入学～半年後での比率40%)で､相

当な数となっている｡ また週4-6日は､半年後-1年

後までについても､計13(半年後-1年後の中での比率

20%)の回答がある｡入学初期の集中的な日本語教育を

必要と考える回答が多いわけである｡ 次にこの表8に見

るように､最も希望が集中しているのは､入学～半年後

と半年後-1年後の､週に3日あるいは2日である｡ そ

の数は入学～半年後では3日が27､2日が15､半年後-

1年後では､3日が23､2日が24であり､この程度の期

間 ･日数の日本語教育を必要と考える教官が最も多いわ

けである｡

1年後以後の各期間についても､週 2日･週 1日につ

いては相当な数となっており､長期にわたっての日本語

教育の希望が多いことが分かる｡

(6)この項の終りに

以上のアンケートの結果から､長崎大学の外国人留学

生の入学時日本語能力の状況を数値によって見ることが

でき､日本語能力の低い者が相当いることを明かにでき

た｡また指導教官は留学生に対して高い日本語能力を要

求する場合が多いことが分かった｡日本語教育の期間に

ついては様々な希望があることが分かった｡これらの結

果は日本語教育を今後どのようにしていくべきかについ

ての参考とすることができるものである｡

外国人留学生は長崎大学においても今後増加すること

が予想される｡日本語教育の充実が必要である｡ また留

学生指導全般についても考える必要がある｡それらは長

崎大学の今後の課題となっている｡

(上偉 厚 :前外国人留学生指導センター助教授､

現在､信州大学教養部助教授)


